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1. 平成28年3月期第1四半期の連結業績（平成27年4月1日～平成27年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する四

半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

28年3月期第1四半期 2,669 △2.1 144 △15.4 209 △4.1 120 △17.3
27年3月期第1四半期 2,727 10.9 170 261.6 218 116.9 145 153.4

（注）包括利益 28年3月期第1四半期 373百万円 （―％） 27年3月期第1四半期 △71百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

28年3月期第1四半期 10.21 ―
27年3月期第1四半期 12.35 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

28年3月期第1四半期 32,924 30,627 93.0 2,603.31
27年3月期 33,016 30,385 92.0 2,578.80
（参考）自己資本 28年3月期第1四半期 30,627百万円 27年3月期 30,385百万円

2. 配当の状況 

（注）当期の配当については未定であり、配当予想額の開示が可能となった時点で開示する予定であります。 
 
27年3月期の期末配当の内訳 普通配当6.00円 記念配当3.00円 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

27年3月期 ― 6.00 ― 9.00 15.00
28年3月期 ―
28年3月期（予想） ― ― ― ―

3. 平成28年 3月期の連結業績予想（平成27年 4月 1日～平成28年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 
当社は平成27年5月15日開催の取締役会において、自己株式の取得について決議し、連結業績予想の「１株当り当期純利益」は当該自己株式の取得の影響を
考慮しております。詳細につきましては、平成27年5月15日開示の「自己株式取得に係る事項の決定に関するお知らせ」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,800 4.3 310 △27.8 410 △21.5 270 △24.5 22.95
通期 11,700 6.2 620 △7.2 830 △26.0 550 △25.6 46.75



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 
（注）詳細は添付資料２ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項(1)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用」をご覧ください。 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）詳細は添付資料２ページ「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項(2)会計方針の変更・会計上の見積の変更・表示再修正」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表に対するレビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績予測等の将来に関する記述は、当社が現時点で入手可能な情報および合理的と判断した前提に基づいており、その達成を当社
として約束する趣旨のものではありません。また実際の業績等は業況の変化など、経済情勢の変動等に関わるリスクや不確定性により予想と大きくかけ離れた
結果となる可能性があります。 

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 28年3月期1Q 13,079,525 株 27年3月期 13,079,525 株
② 期末自己株式数 28年3月期1Q 1,314,501 株 27年3月期 1,296,756 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 28年3月期1Q 11,779,090 株 27年3月期1Q 11,782,904 株
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

 (1）経営成績に関する説明 

 当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国において引続き景気の回復が続き、また、ギリシャ

問題に揺れた欧州でも持ち直しの兆しが見えてきましたが、中国・ロシアなど新興国では成長の鈍化が見ら

れました。一方、わが国経済は、消費税増税による消費マインドへの影響は依然として残るものの、企業業

績の回復に伴って設備投資や雇用情勢は堅調に推移し、緩やかな回復基調を維持しました。 

 このような経済情勢の下で、当社グループは既存の電機市場に加え、自動車ビジネスをはじめとした、新

たな柱となる事業基盤の整備強化に注力してまいりました。この結果、当社グループの当第１四半期連結累

計期間の売上高は26億６千９百万円（前年同期比2.1％減）となりました。また利益につきましては、営業利

益は１億４千４百万円（前年同期比15.4％減）、経常利益は２億９百万円（前年同期比4.1％減）、親会社株主

に帰属する四半期純利益は１億２千万円（前年同期比17.3％減）と、それぞれ減益となりました。 

 

 (2）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

 平成28年３月期の連結業績予想につきましては、平成27年５月15日に公表いたしました第２四半期（累計）

及び通期の連結業績予想に変更はありません。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

(1）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（税金費用の計算） 

 税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税

効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算し

ております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる

場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。 

(2）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計方針の変更 

（企業結合に関する会計基準等の適用） 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準

第７号 平成25年９月13日）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更

を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間については、四半期

連結財務諸表の組替えを行っております。 
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３．四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 11,673,028 12,126,147 

受取手形及び売掛金 2,776,246 2,719,678 

電子記録債権 29,208 58,173 

有価証券 7,257,263 6,757,408 

商品及び製品 626,831 638,554 

仕掛品 93,995 122,575 

原材料及び貯蔵品 159,717 172,041 

その他 303,709 588,416 

貸倒引当金 △3,691 △3,662 

流動資産合計 22,916,309 23,179,333 

固定資産    

有形固定資産    

土地 3,381,552 3,380,312 

その他（純額） 3,277,153 3,264,199 

有形固定資産合計 6,658,705 6,644,511 

無形固定資産    

その他 602,784 657,107 

無形固定資産合計 602,784 657,107 

投資その他の資産    

投資有価証券 568,832 608,163 

その他 2,288,519 1,853,934 

貸倒引当金 △18,350 △18,418 

投資その他の資産合計 2,839,001 2,443,680 

固定資産合計 10,100,491 9,745,299 

資産合計 33,016,801 32,924,633 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 1,174,569 841,432 

未払法人税等 106,599 117,877 

賞与引当金 205,213 289,786 

その他 563,291 485,271 

流動負債合計 2,049,673 1,734,368 

固定負債    

退職給付に係る負債 368,892 340,613 

長期未払金 87,250 82,650 

その他 125,535 139,014 

固定負債合計 581,677 562,277 

負債合計 2,631,350 2,296,646 

 

－ 3 －



 

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,770,000 2,770,000 

資本剰余金 3,915,130 3,915,130 

利益剰余金 23,698,118 23,712,360 

自己株式 △1,653,223 △1,678,084 

株主資本合計 28,730,024 28,719,406 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 262,291 289,156 

為替換算調整勘定 1,393,133 1,619,423 

その他の包括利益累計額合計 1,655,425 1,908,579 

純資産合計 30,385,450 30,627,986 

負債純資産合計 33,016,801 32,924,633 
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(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 2,727,515 2,669,357 

売上原価 1,469,478 1,339,272 

売上総利益 1,258,036 1,330,084 

販売費及び一般管理費 1,087,412 1,185,652 

営業利益 170,624 144,432 

営業外収益    

受取利息 18,290 32,449 

受取配当金 3,061 3,145 

為替差益 12,760 17,022 

不動産賃貸料 11,056 8,970 

その他 5,559 6,457 

営業外収益合計 50,727 68,046 

営業外費用    

支払利息 299 249 

売上割引 456 488 

賃貸収入原価 1,764 1,716 

その他 379 437 

営業外費用合計 2,899 2,892 

経常利益 218,452 209,585 

特別利益    

固定資産売却益 － 0 

特別利益合計 － 0 

特別損失    

固定資産売却損 12 20 

固定資産除却損 89 1,801 

特別損失合計 101 1,822 

税金等調整前四半期純利益 218,350 207,763 

法人税等 72,824 87,476 

四半期純利益 145,526 120,287 

親会社株主に帰属する四半期純利益 145,526 120,287 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

四半期純利益 145,526 120,287 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 5,907 26,864 

為替換算調整勘定 △222,545 226,289 

その他の包括利益合計 △216,637 253,154 

四半期包括利益 △71,110 373,441 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △71,110 373,441 

非支配株主に係る四半期包括利益 － － 
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(3）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 （継続企業の前提に関する注記） 

  該当事項はありません。 

 

 （株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

  該当事項はありません。 

 

以上 
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